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１ 介護サービス基盤の整備 
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特別養護老人ホーム等の利用者（見込み）の増加 

33,452 34,624 35,212 36,056 37,221 38,190 39,541 41,134 42,531 45,016 47,057 49,638
55,083

60,893

17,151 18,004 18,527 19,045 19,612 19,773 20,789 21,654 22,129
23,095

24,110
25,155

28,109

31,524

9,459 9,444 8,763 8,259 7,773 7,094 6,625 6,264 5,939
5,853

5,764
5,672

5,284

5,093

4,879 4,934 5,033 5,285 5,689 6,501
7,460

8,167 8,968
10,016

10,996
12,087

13,916

15,738

15,275
18,822 22,355

24,997
27,458

30,235
32,798

35,067
36,740

40,046
43,057

46,323

53,379

61,126

80,217人
85,828人

89,890人
93,641人

97,753人
101,792人

107,214人
112,286人

116,307人
124,026人

130,984人

138,875人

155,771人

174,374人

0人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

160,000人

180,000人

平成

18年度

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 32年度 37年度

①特定施設入居者生活介護（地域密着型、介護予防を含む。）

②認知症対応型共同生活介護(介護予防を含む。)

③介護療養型医療施設（平成32年度以降は転換施設）

④介護老人保健施設

⑤介護老人福祉施設(地域密着型を含む。)

①

②
③

④

⑤

資料：東京都国民健康保険団体連合会の審査支払データ（～H25）、都内保険者（区市町村）が介護保険事業計画策定のために積算した
見込値を集計した値（H26～） 

 東京都における施設・居住系の介護サービスの利用者は今後も増加する見込みであり、高齢者の生活の場として、
特別養護老人ホーム等を身近な地域に整備することが必要。 
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平成37年度における介護サービス基盤の整備目標 

都の整備目標は、高齢者人口の将来推計や区市町村の見込量を踏まえて設定。 

東京都長期ビジョン（平成26年12月）に掲げる目標値と一致。 

施設サービスと在宅サービスの整備をバランスよく進める。 
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整備の地域偏在 

 高齢者人口に対する特別養護老人ホームの整備率をみると、地価が高く、土地の確保が困難な区部が1.12％であ
るのに対し、市町村部は2.10％と、東京都の中でも地域による施設の偏在が課題。 

＜特別養護老人ホームの整備率＞ 

整備率 備　考

1.53% 平成25年10月1日現在

区　部 1.12% 平成26年3月31日現在

市町村部（島しょを除く。） 2.10% 平成26年3月31日現在

区　分

全　国

東京都

（注）整備率＝竣工定員数／65歳以上高齢者人口 

資料：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（平成25年）及び総務省「人口推計年報」（平成25年）に基づき東京都福祉保健局高齢社会対策部作成［全国］ 

   東京都福祉保健局高齢社会対策部調べ［東京都］ 

入所を希望する高齢者が住み慣れた地域で施設へ入所できるように地域偏在の緩和を図り

つつも、都内全域で整備を推進していく。 
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都有地の減額貸付（後述） 

国有地・民有地の借地料への補助 
  ・特養設置の初期費用軽減のため、借地料の一部を５年間補助 

定期借地権の一時金に対する補助 
  ・定期借地により特養・認知症高齢者グループホームを設置する際の一時金を助成 

 

建築価格高騰への緊急対応 
  ・特養（ユニット型の場合）⇒５００万円／床に加え、１００万円加算 

複数の区市町村が共同で利用できる特別養護老人ホームの整備 

特養建替え期間中の代替施設の整備 
  ・建替え期間中の仮施設を都有地に整備し、事業者が交代で活用 

特養・グループホームの整備率が低い地域への加算補助 

介護基盤整備に向けた取組 



7 

見直し前 

見直し後 

一律５０％減額 

３４万円／㎡（都内公示地価平均）を上回る部分の減額率を９０％
とし、新たな貸付料減額を保証金（３０か月分）にも反映 

地域特性等に応
じ、道路・公園の
整備促進、防災
力の強化、にぎわ
い施設の導入等
の実現にも活用 

保育所・特養等
の福祉インフラの
整備 

  

  

都営住宅等 

創出用地 

  

  

都営住宅等 

  

  

  

  

  

  

● 福祉インフラ整備への活用が見込まれる用地を選定し、平成36年度末
までに30haを超える候補地を提供 

福祉インフラ整備のための土地活用 
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● 都市開発諸制度（公開空地の確保などの公共的な貢献を行う良好な建
築計画に対して、容積率などを緩和する制度）を活用する開発において、
施設を設置する場合の割増容積率を拡大し、施設の整備を促進 

● 国有地・民有地を借り受けて新たに特別養護老人ホーム等の施設整備
を行う事業者に対し、賃借料の一部（補助率２分の１（平均公示地価に
応じて上限額を設定））を５年間補助（平成29年度までの時限事業） 

上限突破可 

改定後 

高齢者施設 
（2000㎡） 
を整備 

改定前 

1000㎡分の容積を
緩和 

高齢者施設 
（2000㎡） 
を整備 

2000㎡分の容積を
緩和 

緩和容積 
の上限 
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６期計画策定に向けた情報の共有と必要な対策の検討を行うため、厚生労
働省主催で一都三県と政令指定都市の担当者による連絡会議を開催。 

会議での共通理解 

 一都三県全体で適切な基盤の整備や介護人材の確保が図られるよう、施策
を具体的に検討するため、一都三県の連携体制を強化し、情報共有や施策の
連携・協力を進めていく。 

首都圏の将来を見据えた自治体連携 

一都三県の連携の必要性、連携の強化に向けた対応について記載。 
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高齢者の生活を支えるため、在宅サービスと施
設サービスなどの介護サービス基盤をバランス
よく整備していく。 



２ 在宅療養の推進 
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12 
「東京都退院支援マニュアル」を活用した入院早期からの退院支援や、地域の受入体制強化など、

在宅療養生活への円滑な移行の促進を図る。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括支援センター 

介護サービス事業者※
 

薬局 

歯科診療所 

在宅医 

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ 

ケアマネジャー 

在宅療養推進協議会 

東京都在宅療養推進会議 

区保健所・福祉主管部 市町村福祉保健主管部 

都保健所 

先行事例・方策提示 

働きかけ・支援 

在宅療養支援窓口 

協力病院 

協 働 

すまい 

在宅療養者 

家族 

住民 

※介護サービス事業者：ショートステイ・小規模多機能型居宅介護・リハビリテーション実施事業者など 

病状の変化 

退院支援 

訪問診療・ 
看護・介護等 

在宅療養体制の確保 

 住み慣れた地域でその人らしい充実した人生を全うできるような在宅療養生活を送ることができる社会を実現する
ため、医療と介護サービスを切れ目なく提供するためのネットワーク構築が必要。 



 病院から在宅医療への円滑な移行や安定的な在宅療養生活を継続するため、

在宅療養支援窓口を中心に、医療と介護の連携を要化し、地域における医療

的ケアが必要な高齢者等の在宅療養の環境整備を図る区市町村を支援する。 

①在宅療養支援窓口事業 

②在宅療養推進協議会 

③在宅療養後方支援病床確保事業 

 病院からの在宅への円滑な移行等を調整する支援窓口の設置 

医療・介護の関係者等による協議会の設置 

 地域の医療機関に病状変化時等に利用できる病床を確保 
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在宅療養生活への円滑な移行の推進 

○ 地域の入院医療機関においては、患者が円滑に在宅療養生活へ移行できるよう、入院早期から退院後の生活  
 を見据えた支援を進める必要がある。 
○ 在宅療養生活を送る患者の症状変化時の受入れや地域の多職種が集まる会議への参加など、地域の関係者 
 と連携して、在宅療養患者を支える体制を構築することが求められている。 



 住み慣れた地域で安心して在宅療養を受けることができる環境の整備を図るため、地
域包括ケアシステムにおける在宅療養について、都民の理解を深めるとともに、ＩＣＴ
の活用等により効果的に情報を共有し、医療と介護関係者が連携して在宅療養患者を支
える体制を構築する。 

①多職種連携連絡会 

地域包括ケアシステムの推進に向け、多
職種が一堂に会し、各地域で連携して在
宅療養患者を支える体制を整備するため
に必要な方策について検討を行うとともに、
地域包括ケアシステムにおける在宅療養
について都民の理解を深めるための講演
会等の普及啓発を実施する。 

②多職種ネットワーク構築事業 

医療と介護の関係者が効果的に情報を
共有しながら連携して在宅療養患者を支
える体制を整備するため、地区医師会が
他の団体や区市町村等と連携してＩＣＴを
活用したネットワークを構築する取組に対
して支援する。  
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（注）都内の各年４月１日現在の指定数 

訪問看護ステーションへの支援 

○ 医療的ケアが必要な要介護高齢者は増加しており、利用者の在宅における療養生活を支援していく仕組み 
 づくりが重要になる。 
○ 訪問看護は、在宅で療養する高齢者の生活を支援する役割を担っており、介護保険制度の施行後、都内の 
 訪問看護ステーション数は増加しているが、開設に当たっての職員の確保や計画的な研修の実施などに課題を 
 抱えている。 
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地域における教育ステーション事業 

 認定看護師相当の指導者が配置され育成支援のできる訪問看護ステーションを
「教育ステーション」に指定、「教育ステーション」が地域の育成支援を要する事
業所のニーズに応じた同行訪問等による指導・助言等を行うことにより、訪問看護
人材の確保・育成・定着を図る。 

育成支援をできる
ステーション

認定看護師等

育成支援を要
するST

医療機関等

②育成相談 ②育成支援
（同行訪問等）

③合同カンファ

新任看護師等

①ステーション体験 ③合同カンファ

イメージ図

在宅療養

同
行
訪
問
等
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 高齢者の在宅での療養生活を支える重要なサービスである訪問看護の将来にわたっ

た安定的な供給のため、多角的な支援を実施 

 事務職員の配置のない訪問看護ステーションが、看護職員の事務負担軽減のため新
たな事務職員を雇用する場合、その雇用に係る経費に対し補助を行う。 

 訪問看護師の研修等への参加、産休・育休・介休の取得に対する必要な代替職員の
確保に係る経費に対し、補助を行う。 

 訪問看護ステーションに対して、実務面に詳しい経営コンサルが個別相談を行うこ
とで、訪問看護ステーションの運営体制・経営基盤の強化を図る。 



３ 介護人材対策の推進 
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19 

【需要】 区市町村が見込んだ、将来の介護サービス利用者数をもとに、必要となる介護職員数を推計。 
    （需要数＝サービス種別ごとの利用者数×サービス種別ごとの介護職員配置率） 

【供給】 現状の離職率、再就職率、入職者数の推移を踏まえて介護職員数を推計。 
    （供給数＝前年の介護職員数－離職者数＋再就職者数＋入職者数） 

介護人材の需要推計 

○ 都における介護職員は、平成37年度には約3万6千人の不足が見込まれる。 
○ 需給ギャップを埋めるためには、平成37年度まで、毎年約2,800人の介護職員を新たに掘り起こし、確保する 
 必要がある。 
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（注）介護関連職種とは、福祉施設介護員やホームヘルパーを指す。 
資料：厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」 

介護人材の確保・育成・定着 

○ 少子高齢化による労働力人口の減少や、他の業種の求人の動向に影響され、東京都における介護関連職種の 
 有効求人倍率は、全職業を大きく上回っており、人手不足が深刻化している。 
○ 介護従事者のうち正規職員の離職率は全産業平均の正規職員の離職率に比べて高く、欠員補充に困難が 
 生じている。 
○ 介護の仕事の魅力を介護現場のみならず関係機関が連携しながら社会全体に発信し、地域包括ケアシステム 
 の構築を推進するために不可欠な社会資源である質の高い介護人材を安定的に確保していくことが必要。 
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1年未満の者 1年以上3年未満の者

全産業平均 15.6% - -

正規職員 11.6% - -

非正規職員 28.2% - -

2職種計（訪問介護員・介護職員） 16.6% 39.2% 34.0%

正規職員 15.6% 34.5% 36.2%

非正規職員 17.6% 43.5% 32.0%

訪問介護員計 14.0% 36.8% 36.1%

正規職員 18.0% - -

非正規職員 12.9% - -

介護職員計 17.7% 39.9% 33.4%

正規職員 15.2% - -

非正規職員 22.1% - -

離職者の勤務年数
離職率

資料：厚生労働省「雇用動向調査（平成25年度）」〔全産業平均〕、（公財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成
25年度）」〔2職種〕 



学生、主婦及び就業者等に、「介護現場を体験する機会」を設け介護業務への魅力や
やりがいを体験してもらうとともに、「介護職員初任者研修」の受講から就労までの支援
を一貫して行うことで、将来に向けた介護人材を安定的に確保 
離職者等を、「介護施設等で直接雇用」して、働きながら介護資格を取得させることによ
り、介護人材の即戦力として確保 22 

学生・元気高齢者 就業者・主婦 離職者 

◆職場体験事業 1,600人 

 ・ 介護業務未経験者に対し職場体験の機会を付与 
     することで介護業務へのイメージアップの推進 

◆介護職員初任者研修資格取得支援事業 800人 

 ・ 職場体験を経験した者が無料の研修を受講する
ことで資格取得を支援 

◆トライアル雇用事業 
               400人 

  
・ 雇用確保と資格取得
支援を合わせて行うこ
とで介護分野への人材
誘導と即戦力を確保  

将来に向けた介護人材の安定的な確保 

介護人材の確保に向けた取組 



介護サービス事業者によるキャリアパスの導入を促進 

国の「介護キャリア段位制度」を活用し、レベル認定者に認定手当相当
額を支給した事業者に対する助成等を実施 

23 

分野共通 介護プロフェッショナルのレベル

7 トップ・プロフェッショナル

6

5

4
・一人前の仕事ができる
・チーム内でリーダーシップ

・チーム内でのリーダーシップ（例：サービス提供責任者、主任等）
・部下に対する指示・指導
・本レベル以上が「アセッサー」になれる

指示等がなくとも、一人前の仕事
ができる

・利用者の状態像に応じた介護や多職種の連携等を行うための幅広い
領域の知識・技術を習得し、的確な介護を実践

・一定の範囲で、利用者ニーズや、状況の変化を把握・判断し、それ
に応じた介護を実施

・基本的な知識・技術を活用し、決められた手順等に従って、基本的
な介護を実践

エントリーレベル
職業準備教育を受けた段階

・初任者研修により、在宅・施設で働く上で必要となる基本的な知
識・技術を習得

・多様な生活障害をもつ利用者に質の高い介護を実践
・介護技術の指導や職種間連携のキーパーソンとなり、チームケアの
質を改善

3

2
・一定の指示のもと、ある程度の
仕事ができる

1

レベル

プ
ロ
レ
ベ
ル

・プロレベルのスキル
・高度な専門性、オリジナリティ

評価者
（アセッサー）

介護事業所・施設

内部評価

介護職員等

認 定

申請（手数料あり）

実施機関
（シルバーサービス振興会）

○評価者（アセッサー）講習開
催
○申請審査
○データ管理等

事務局

○レベル認定の審査等

レベル認定委員会

評価者（アセッサー）講習受講

外
部
評
価
機
関

契約外部評価

＊評価期間：6か月程度

＜キャリア段位＞ ＜評価・認定スキーム＞ 

資料：（一社）シルバーサービス振興会「介護プロフェッショナルキャリア段位制度」 

介護人材の確保に向けた新たな取組 



派遣先に直接雇用されることを前提とした、紹介予定派遣を活用し、訪
問系介護事業者等における雇用のミスマッチを解消 

 潜在的有資格者の就業促進と介護人材の安定的確保を支援 

介護福祉士、社会福祉士、保育士等の福祉人材に関する情報を一元
的に管理する「人材バンクシステム」を新たに構築 

求職者や離職者等に対し、求人情報を効果的・積極的に発信するなど
の働きかけを実施 

今後の急激な介護ニーズの増大と労働力人口の減少に備え、将来を見据えた介護人

材対策を一層充実 24 

東京都 人材派遣会社

介護事業所
（訪問系介護事業所等）

派遣者
（潜在的有資格者）

委託契約

ターゲット

・潜在的有資格者

・在宅療養を支える

介護事業所

紹介予定派遣3ヶ月後、

原則、社員に登用

派遣者の募集、面談、雇用マッチング、派遣前研修、

雇用後の派遣者及び事業者に対する継続サポート

事業の全体像

ハローワーク、福祉人材センター、

区市町村等関係機関

周知活動協力依頼 周知活動、情報提供等連携

周知活動実施


